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1 研究動機・目的 
 
近年地球温暖化と、温室効果ガスの削減が一つ
の課題となっている。温室効果ガスの主な削減方法
の一つとして排出権取引があげられる。排出権取引
がどれ程有効な温室効果ガスの削減策であるのか疑
問を持ったため、本研究に至った。排出権取引の理
論的優位性と現状を比較し、現状の問題点を明らか
にすることを目的とする。 
 
2 地球温暖化問題への取り組み 
 
地球温暖化は 1980 年代から国際社会で問題視さ
れ始めた。地球温暖化の原因は、石油や石炭などの
化石燃料が大量に使われるようになり、温室効果ガ
スが大量に排出されるという人的要因が大きいとされ、
1992 年に 189 ヶ国で「国連気候変動枠組み条約」が
採択された。これは、「温室効果ガスの濃度を気候シ
ステムに対して危険な人的干渉を及ぼす事にならな
い水準に安定化させること」を目的としている。 
 
2-1 京都議定書 
京都議定書とは、国連気候変動枠組み条約締約国
の第三回会議で決定された議定書のことである。京
都議定書では先進国全体で第一約束期間内 1に
1990年比で少なくとも５％削減する事が決定され、先
進国に国際法上拘束力がある削減目標値を設定し、
批准した国は削減義務を負うこととなった。しかし、ア
メリカは批准していない。 
 
図 1 各先進国に割り当てられた削減目標値 

 

出所：排出量取引インサイト 
 
3 環境対策手法 
 

                                                  
1 2008 年～2012 年の 5年間 

環境対策は以下の階層に分かれている。 
 
図 2 環境対策の階層 

  

出所：http://www.motoitoh.e.u-tokyo.ac.jp/zemi/ 

7_3shiryo/tanso_zei.pdf の資料を元に上野作図 

 
3-1 規制的手法 
規制的手法とは、社会全体として最低限守るべき
環境の基準や達成すべき目標を示し、法令に基づく
統制的手段を用いて達成しようとする環境政策手法
である。 
特徴は、対策効果がすぐに現れる（即効性）、規制対
象が比較的限定されている場合に有効、有害物質の
規制禁止などは実施が容易、などがあげられる。 
また課題として、規制の基準値を達成してしまうと、そ
れ以上に汚染物質を削減する誘因が働かない事、
削減費用にかかわらず一律に規制するため、社会全
体としては削減費用が大きくなるおそれがある事、規
制の監視に莫大な費用がかかる事などがあげられ
る。 
 
3-2 経済的手法 
市場メカニズムを活用して、対象とする主体の費用
と便益に影響を与え、その行動を環境保全的なもの
に導くという政策手段である。同じレベルの環境基準
の達成を目標とした場合、直接規制よりも少ない社会
的費用で目標を達成出来ることが知られている。さら
に、継続的に各主体に対して汚染物質を削減するイ
ンセンティブが働くのも、経済的手法の利点である。 
 
4 排出権取引とは 
 
 排出権取引とは、国や企業が汚染物質を排出する
権利を市場において売買する経済的手法のことであ
る。あらかじめ排出主体（企業）に排出量を割り当て、
割当量よりも排出量が少ない場合、企業にその差分
の排出権を売却でき、企業の排出量が割当量を超
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過した場合には追加的に購入しなければならない。
市場メカニズムを通すことで、政府が一方的に排出
規制をかけるだけの直接規制と異なり、効率性を阻
害しない形で排出削減が可能となるということが理論
的には想定されている。 
 
5 排出権取引の仕組み 
 
5-1 取引方法 
取引方法は「キャップ＆トレード方式」と「ベースラ
イン＆クレジット方式」の二種類がある。一般的に排
出権取引といわれるものの多くは前者の取引方法を
指す。 
 
図 3 排出権取引における取引方法 

 
出所： http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/ 
issue/0616.pdf の資料を元に上野作図 

 

5-1-1 キャップの設定方法 
キャップの設定方法には大きく無償割当と有償割
当に分けられる。 
 
①無償割当 
・ベンチマーキング方式 
業種ごとに“利用可能な最良の技術”を用いて、一定
量の製品を作る場合に排出される CO2の量を決め、
それに基づいて枠を計算する方法。製造する製品が
均一であり、ベンチマークを設定できる製品・工程に
用いられ、技術開発の度合いをより正確に評価でき
ることが期待出来る。 
ベンチマークは業界で最も効率よく生産している工
場を基準とする。 
 
・グランドファーザリング方式 
過去における温室効果ガスの排出量をもとに枠を計
算する。ベンチマークを設定できない製品・工程に用
いられ、削減率の設定に関しては個別の排出削減ポ
テンシャルをふまえて行う方法。 
 
ベンチマーキング方式は、自社技術を公開すること
で優位性を失わせる事につながりかねない事から、
産業界からの支持は少ない為、現在はグランドファー
ザリング方式が一般的である。 
 
②有償割当 
・オークション方式は、事業を行いたい企業がそれに
伴い、必要な枠を入札形式で購入する方法である。 
 
オークション方式は、主に過去の排出実績がない為

にグランドファーザリング方式が適用できない新規参
入企業に対して行われている。 
 
5-2 炭素税と比較した排出権取引制度 
炭素税とは、石炭・石油・天然ガスなどの化石燃料
に、炭素の含有量に応じて課税する租税の事で、経
済的手法のひとつである。課税をする事で限界費用
が上昇し、最適排出量を減少させる事ができる。 
 
ある排出主体に、炭素税を導入した場合と排出権取
引制度を導入した場合の比較を行う。 
 
図 4 排出の限界便益と排出取引価格 

 
出所：細田衛士・横山彰『環境経済学』有斐閣（2007）
P206 を元に上野作図 
 

税率Tの炭素税あるいはTと同じ水準の排出権取
引価格 P を設定した場合、排出量を追加的に１単位
増加させると、AE 線と TE 線の垂直差だけ追加的な
便益が得られる。しかし、XE を超えて排出することは
ES線とEX*線の垂直差だけ純損失が発生する。以上
により炭素税であれ排出権取引であれ、純利得が最
大となる XE の水準が最適排出量となり、排出主体は
この排出水準で排出を行う。 
炭素税や排出権取引では排出量削減への経済的イ
ンセンティブが与えられて最適化が行われる所が、
政府が排出量を割り当てるだけの直接規制とは異な
る。 
 

5-2-2 炭素税の余剰と負担 

図 5炭素税の余剰と負担 

 
余剰：面積 A（最適排出量で得られる便益） 
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負担：面積 B（税金の支払い分）＋面積 C（施策によ
って失われる便益） 
 
5-2-3排出権取引の余剰と負担（キャップがX0の時） 
図 6 キャップが X0の時の余剰と負担 

 
キャップが最適排出量よりも低いX0の水準の場合、
排出主体は最適排出量までの排出権を購入する。 
 
余剰：面積 D（最適排出量で得られる便益）＋面積 E
（X0 の水準で得られる便益） 
負担：面積 F（最適排出量までの排出権 購入費）＋
面積G（施策によって失われる便益） 
 
5-2-4排出権取引の余剰と負担（キャップがX1の時） 
図 7 キャップが X1の時の余剰と負担 

 

キャップが最適排出量よりも高いX1の水準の場合、
排出主体は最適排出量まで排出権を売却する。 
 
余剰：面積 H（最適排出量で得られる便益）＋面積 I
（排出権の売却収入） 
負担：面積 J（売却によって失われる便益）＋面積 K
（施策によって失われる便益） 
 
以上の環境税と排出権取引の余剰と負担の比較か
ら、排出権取引は炭素税よりも経済的な負荷をかけ
ることなく削減を行える仕組みであることが分かる。 
 
 
 
 
 

6 排出権取引制度の現状 
 
6-1 京都メカニズム 
京都議定書の削減目標に補填することができる排
出権取引制度を「京都メカニズム」という。京都メカニ
ズムで創出できる排出権は以下の三つである。 
・AAU 
キャップの余りのことで、自助努力によって創出さ
れる排出権。 
 
・CER 
CDM プロジェクトによって創出される排出権。 
 
CDM プロジェクトとは、先進国が発展途上国に資金
や技術支援を行うことによって温室効果ガス削減など
につながる事業を実施し、その事業によって生じる削
減量の一部または全部を先進国の削減量の達成に
利用することができるという制度である。 
CDMプロジェクトから CER発行までの流れは以下の
図のとおりである。 
 
図 8 CER 発行までの流れ 

 
出所：北村慶『排出権取引とは何か』PHP 研究所（2008）
P39 を元に上野作図 
 
 
 
 

先進国と発展途上国の当事者が
CDMプロジェクト計画を企図

CDMプロジェクト設計書を作
成し、両国の政府に提出

先進国と発展途上国両国政府の
承認

国連機関（UNFCCC）による
審査・登録

CDMプロジェクト実施

排出量削減効果の認定機関によ
る検証

国連機関によるCERの発行
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・ERU 
JI プロジェクトと呼ばれる先進国同士が共同で温
室効果ガスの削減を行うことで創出される排出権。 
 
以上の排出権は、1CO2 トン毎に順次 ITL（国際取引
ログ）の登録簿に通し番号を付けて登録される。 
 
6-1-2 ITL 
ITL とは、政府や企業が温暖化ガスの排出権であ
るクレジットを保有、移転等を行う場合の国際的な取
引のしくみである。国や企業がそれぞれ登録簿を持
ち、得られた排出権はこの登録簿に保有される。日
本では2007年末に日本の環境省のコンピューターと
の接続が完了している。 
 
図 9 ITL の仕組み 

 
出所：排出量取引インサイト 
 
6-2 EU 域内排出権取引 
京都議定書においてEUの削減目標をできるだけ
低コストで効率よく達成することを目的とし、2005年か
ら開始された。EU加盟国 27 カ国に加えて、ノルウェ
ー、リヒテンシュタイン、アイスランドにある 10,000 以
上の事業所が取引制度の対象となっている。各対象
事業所には、加盟国政府によって決定された二酸化
炭素の排出上限が設けられており、「キャップ＆トレ
ード」型の取引制度が適用されている。加盟国政府
は、一定取引期間（フェーズ）ごとに、NAP2を策定し、
欧州委員会の承認を受けなければならない。NAPに
は、フェーズごとの国内の温室効果ガス排出量総量
並びに各対象施設への無償割当量が示されている。
各フェーズの内容は以下のとおりである。 
 
・第 1 フェーズ：2005 年～2007 年 
「対象事業所」：エネルギー集約型事業所 3 
「全排出量に対する無償割当量の割合」：95％ 
「不遵守の際の課徴金」：排出量 1 トンの超過につ
き約 40 ユーロ 
「キャップ割当方法」：グランドファーザリング方式 
 
・第 2 フェーズ：2008 年～2012 年 
割り当ての一部をオークション方式とし、競争入札
で買い取る仕組みとする等の改善が加えられた。 

                                                  
2 National Allowance Plan：国別割当計画 
3 発電、石油精製、鋼鉄産業等の事業所 

 
・第 3 フェーズ：2013 年～2020 年 
現在法令内容検討中 
 
第一フェーズでは、企業側の反発を避けるために多
めに排出枠を与えた事でほとんどの企業で排出枠の
余剰が生じた。また、グランドファーザリング方式を採
用した為、過去に大量に排出している企業が多くの
キャップを得られる事になり過去に排出していればし
ているほど、削減目標の達成が容易になってしまっ
た。排出量市場動向をみると、開始当時の2005年は
原油価格上昇などもあり、30ユーロを超えるまで上昇
したが、2006 年には余剰ができることが明らかになっ
たため15ユーロまで急落、2007年には第二フェーズ
への排出権の持ち越しが認められていなかった為さ
らに暴落する事となった。 
 
6-3 日本の排出権取引制度  
日本では現在、京都議定書で削減義務が課され
ているにも関らず、遵守義務のある削減取り組みはな
されていない。 
しかし 2005 年度から環境省の補助事業として「環
境省自主参加型国内排出量取引制度」が行われて
いる。これは、関心のある企業が自主的に参加し、環
境省の補助金を利用しながら当該参加者の間で必
要な排出権の取引を行う制度である。第１期では削
減目標を持つ 31 社が参加し、それぞれの削減目標
を達成している。その後、順調に参加企業数が増加
しているが、国全体の割合としてみれば極僅かでし
かない。また、2008 年１月に始まった検討委員会で
は国内排出量取引制度について、2008 年５月には
中間取りまとめを公表した。ここでは割り当て対象、
割り当て方法に関して４つのオプションを提示してい
る。 
 
・オプション１＜川上割当＞ 
化石燃料の生産・輸入･販売業者に排出枠を全量、
オークション方式による有償で割り当てる。 
 
・オプション２＜川下割当（電力最終需要者）＞ 
化石燃料・電力の大口需要家（企業）を割当対象
に全量無償で割当（徐々にオークションの比率を
高める）カバー率は 60％程度。 
 
・オプション３＜川下割当(電力最終需要者+電力会
社)＞ 
化石燃料の大口需要家と電力会社に割当。カバ
ー率は、７割＋α。割当方法は、電力会社は全量
有償割当、大口需要家は全量無償（徐々に有償
の割合を増やす）。 
 
・オプション４＜川下割当(原単位・活動量責任分担
型)＞ 
割り当ての算定に原単位4を使用。総量は「活動量
×原単位」という考え方に基づき、基本総量で割

                                                  
4 製品の一定量を生産するのに必要な各生産要素（原料・動
力・労働力など）の量。 
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当てるが、企業は原単位の変動による排出量の増
減のみに責任を持つ。 
 
これらのオプションは、オプション 1～オプション 3 は
排出量でのキャップだが、オプション４は原単位のキ
ャップである。 
「排出総量＝原単位×活動量」である為、効率性を
一定とすると、原単位を規制しても活動量が大幅に
増加すれば排出総量は増加してしまう。したがって、
原単位への削減努力を促すインセンティブとはなる
が、活動量についての責任を負わないため、原単位
への規制は厳密には排出量の削減を意味していな
い。 
 
6-4 アメリカにおける排出権取引 
米国では、京都議定書における削減義務は課さ
れていないが、オバマ大統領のリーダーシップの下、
連邦レベルでの排出量取引制度の導入に向けた法
案が2009年 6月に下院本会議を通過した。その後、
2009年9月及び2010年5月に上院でも排出量取引
制度の導入を提案する法案が提出されたが、いずれ
も正式な法案成立には至っていない。しかし、州レベ
ルでは、既に排出量取引制度を導入されている所も
ある。RGGI5は、米国北東部 10 州における発電所を
対象とした排出量取引制度導入のイニシアティブで、
2009年から開始されている。参加州は2020年までに
温室効果ガス排出量を現在比で 20％削減することを
約束している。この制度ではオークションによって排
出枠の割当がなされ、これまでに10度のオークション
が開催されている。 
 
図 10 オークションの結果 

 
出所：排出量取引インサイト 

 

                                                  
5Regional Greenhouse Gas Initiative：北東部地域GHG削減イ

ニシアティブ 

7 排出権取引制度の現状の問題 
 
以上の排出権取引制度における問題点をまとめる
と次のようになる。 
 
・理論的には市場取引を通じて最適排出量に収束す
るはずであるが、排出規制を緩くする事によって今
まで多く排出していた企業が多く排出権を獲得し、
排出権取引制度において有利になる場合もある。 
 
・排出規制を緩く設定し過ぎると、排出権の供給が異
常に多くなり市場が成り立たない為取引が成立し
なくなる事がある。 
 
・日本のオプション 4 の方法では排出量での削減効
果がなくなってしまう。 
 
したがって排出権取引制度の実質的な効果は各排
出主体に対するキャップの水準に実効性が期待でき
る意味のある水準に設定するかどうかにかかってい
る。 
 
8 結論  
 
理論的に排出権取引は温室効果ガス削減策の中
でも経済的な負担の少ない効率的な制度であるが、
現在世界で導入されている排出権取引制度ではど
れもキャップの設定が緩いため、CO2 の削減効果が
薄く、排出量の削減に大きく貢献しているとは言えな
い。実効性のある排出権取引を行うには、厳しいキャ
ップの設定がなければならない。 
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http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/issue/061
6.pdf 
河口真理子「気候変動対策としての排出権取引を考
える」 
http://www.daiwa-grp.jp/csr/publication/pdf/08102
8_3.pdf 
環境省 http://www.env.go.jp/ 
排出量取引インサイト http://www.ets-japan.jp/ 
栗山達「3.環境税」 
http://www.motoitoh.e.u-tokyo.ac.jp/zemi/7_3shiry
o/tanso_zei.pdf 
EIC ネット「環境用語集」 
http://www.eic.or.jp/ecoterm/?gmenu=1 
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